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2025年 12月 15日 

サステナビリティ基準委員会 

 

サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案第 3号（サステナビリティ開示ユニ

バーサル基準の改正案） 

サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 4号（サステナビリティ開示テーマ別

基準第 1号の改正案） 

サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 5号（サステナビリティ開示テーマ別

基準第 2号の改正案） 

 

「温室効果ガス排出の開示に対する改正案」の公表 
 

「温室効果ガス排出の開示に対する改正案」の公表 

サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、当委員会での審議を踏まえ、今

般、2025 年 12 月 11 日開催の第 60 回サステナビリティ基準委員会において、次のサステナビリ

ティ開示ユニバーサル基準及びサステナビリティ開示テーマ別基準の公開草案（以下あわせて「本

公開草案」という。）の公表を承認しましたので、本日公表いたします。 

 サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案第 3 号（サステナビリティ開示ユニバー

サル基準の改正案） 

「サステナビリティ開示基準の適用（案）」（以下「適用基準改正案」という。） 

 サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 4 号（サステナビリティ開示テーマ別基準

第 1号の改正案） 

「一般開示基準（案）」（以下「一般基準改正案」という。） 

 サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 5 号（サステナビリティ開示テーマ別基準

第 2号の改正案） 

「気候関連開示基準（案）」（以下「気候基準改正案」という。） 

 

ISSB基準との整合性の維持に関する基本的な方針 

当委員会は、2025 年 3 月に我が国最初のサステナビリティ開示基準（以下「SSBJ 基準」とい

う。）となる、次の基準を公表しました。 

 サステナビリティ開示ユニバーサル基準 

「サステナビリティ開示基準の適用」（以下「適用基準」という。） 

 サステナビリティ開示テーマ別基準第 1号 

「一般開示基準」（以下「一般基準」という。） 

 サステナビリティ開示テーマ別基準第 2号 

「気候関連開示基準」（以下「気候基準」という。） 
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当委員会は、SSBJ基準を適用した結果として開示される情報が国際的な比較可能性を大きく損

なわせないものとなるようにするため、次を基本的な方針として SSBJ 基準を開発しました。 

 国際的な整合性を図るという場合、国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」とい

う。）が開発する IFRSサステナビリティ開示基準（以下「ISSB 基準」という。）との整合性

を図ることを基礎とすることとし、原則として ISSB 基準の要求事項をすべて取り入れる。 

 相応の理由が認められる場合には、ISSB 基準の要求事項に SSBJ 基準独自の取扱いを追加

し、ISSB基準の要求事項に代えて SSBJ基準独自の取扱いを選択することを認める。 

 ISSB 基準と異なる定めを置くことにはならないものの、ISSB 基準にない定めであっても、

個別に検討したうえで必要と認められる場合には、SSBJ 基準において ISSB 基準の要求事

項に追加した定めを置く。 

この結果、SSBJ基準は、ISSB 基準を適用した場合と機能的に整合した結果をもたらすよう設計

された基準であることが確認されています 1。 

当委員会では、SSBJ 基準が ISSB 基準と機能的に整合していることを維持するために、適用基

準 BC19 項(1)に記載のとおり、ISSB により ISSB 基準が新規に公表される又は既存の ISSB基準が

改訂される場合、当委員会において、SSBJ 基準における取扱いについて可及的速やかに検討を開

始することとしています。 

 

本公開草案の公表にあたっての方針 

2025年 4月 28日に、ISSBにより公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正―IFRS S2 号

の修正案」（以下「ISSB の公開草案」という。）が公表されました。ISSB は、公表した ISSB の公

開草案について、2023年 6月に公表された IFRS S1号「サステナビリティ関連財務情報の開示に

関する全般的要求事項」及び IFRS S2号「気候関連開示」（以下「IFRS S2号」という。）の適用を

支援するための活動を通じて識別された課題に対応するための取組みの一環として公表したもの

であるとしています。 

 

当委員会は、前述の適用基準 BC19項(1)の方針に従って、2025 年 8月 18日開催の第 56回サス

テナビリティ基準委員会において、ISSB の公開草案において提案された修正に対応する SSBJ 基

準の取扱いを検討するプロジェクトを開始することを決定しました。 

 

SSBJ 基準の改正を検討するにあたり、当委員会は、前述の基本的な方針に従い、SSBJ 基準が

ISSB 基準と機能的に整合していることを維持するために、原則として ISSB 基準の要求事項をす

べて取り入れたうえで、ISSB基準の要求事項に代えて企業が適用を選択することができる SSBJ基

 
1 https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/publications/sustainability-jurisdictions/pdf-

snapshots/japan-ifrs-snapshot.pdf 
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準に追加した選択肢又は ISSB 基準に含まれない追加的な定めの必要性を検討することとしてい

ます。 

 

当委員会は、2027 年 3月期の期首から SSBJ基準の適用を開始する企業のニーズを考慮し、2026

年 3月末までに改正が確定するように検討を進めることを目標としています。 

このため、当委員会では、本公開草案を作成するにあたり、ISSBの公開草案の内容、及び再審

議に用いられた資料の内容など、その時点までに入手可能な公開情報に基づき審議し、本公開草

案の公表議決を行いました。また、本公開草案の公表議決後、2025 年 12 月 11 日に ISSB により

「温室効果ガス排出の開示に対する修正―IFRS S2号の修正」（以下「2025 年公表の IFRS S2号の

修正」という。）が公表されたことを受け、本公開草案の文言を一部修正しています。そのような

修正の内容は、本公開草案の内容を実質的に変更するものではなく、原則として ISSB 基準の要求

事項をすべて取り入れるとする基本的な方針に基づき、本公開草案と 2025年公表の IFRS S2号の

修正との整合性をより高めるための文言の修正に相当するものと考えられます。 

なお、本文書の別紙において、本公開草案の公表議決後に文言の修正を加えた主な箇所につい

て説明しています。 

 

改正基準公表後の対応 

当委員会では、本公開草案が改正基準として確定した場合、当委員会が公表している次の文書

について、確定した内容と整合させるための必要な更新を行うことを予定しています。 

 SSBJ基準と ISSB 基準の項番対照表 

 補足文書 

また、公益財団法人財務会計基準機構（FASF）及び IFRS 財団が連名で公表している、次の文書

についても、必要な更新を行う予定です。 

 SSBJ基準と ISSB 基準の差異の一覧 

さらに、当委員会の事務局が公表している SSBJハンドブックについても、必要に応じて、当委

員会の事務局により、内容が更新される予定です。 

なお、本公開草案には、上述した文書の内容の更新に関する事項は含めておりません。 
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公開草案に対するコメントの募集 

本公開草案は、広くコメントをいただくことを目的として公表するものです。本公開草案に対

するコメントがございましたら、2026年 1月 28日（水）までに、原則として電子メールにより下

記へ文書でお寄せください。 

 

記 

電 子 メ ー ル：2025ed@ssb-j.jp 

 

コメント提出にあたっての留意事項 

コメントを提出いただくにあたり、次の事項について、あらかじめご了承ください。 

 本文書に記載の質問項目のすべてに回答していただく必要はありません。 

 賛成又は反対の結論だけでなく、可能な限り、その理由や、具体的な代替案のご提示をお

願いします。 

 提出者の氏名又は企業等の名称を必ずご記載ください。氏名又は企業等の名称が付されて

いないコメントは、有効なものとして取り扱いません。 

 

なお、寄せられたコメントは、次のように取り扱います。 

 提出者の氏名又は企業等の名称を含め、当委員会のホームページにおいて公開いたします。 

 寄せられたコメントに対して、当委員会から直接、提出者に回答することはいたしません

が、すべての内容について確認したうえで、その対応を再審議します。その際、コメント

の数ではなく、コメントの理由を中心に、当委員会における開発方針やこれまでの審議の

状況等を踏まえ、再審議します。 

 再審議の結果、当委員会の提案が変更になる可能性があります。提案を大きく変更し、追

加的に関係者からのコメントを募集することが適切であると当委員会が判断した場合、再

度、公開草案を公表する可能性があります。提案を変更した場合に必ず公開草案を公表し

直すわけではありません。 
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本公開草案の概要及び質問項目 
以下の概要は、コメントをお寄せいただくにあたっての便宜に資するため、本公開草案の内容

を要約したものです。コメントをお寄せいただく際には、より正確な検討のために本公開草案を

お読みいただきますようお願い申し上げます。 

 

ページ 

 改正にあたっての方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

 本公開草案の主な内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 

 適用時期等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

 SSBJ基準の初めての改正にあたって必要と考えられる変更・・・・・ 12 

 その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 
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 改正にあたっての方針 

（ISSB 基準との整合性の維持に関する基本的な方針） 

当委員会は、2025 年 3 月に我が国最初の SSBJ 基準を公表しました。SSBJ 基準の開発にあ

たり、当委員会は、基準を適用した結果として開示される情報が国際的な比較可能性を大き

く損なわせないものとなるようにすることを基本的な方針としました。なお、SSBJ 基準公表

後において、SSBJ 基準は、ISSB基準を適用した場合と機能的に整合した結果をもたらすよう

設計された基準であることが確認されています。 

当委員会は、SSBJ基準公表後の対応として、適用基準 BC19項(1)に記載のとおり、ISSBに

より ISSB 基準が新規に公表される又は既存の ISSB 基準が改訂される場合、当委員会におい

て、SSBJ基準における取扱いについて可及的速やかに検討を開始することとしています。 

 

（本公開草案の公表にあたっての方針） 

本公開草案では、SSBJ 基準が ISSB 基準と機能的に整合していることを維持するために、

原則として ISSB 基準の要求事項をすべて取り入れることを提案しています。また、本公開草

案が改正基準として確定するまでの時間軸を考慮し、次の方針に基づいて本公開草案を作成

しています。 

(1) 金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グル

ープ」により 2025年 7月 17日に公表された「金融審議会 サステナビリティ情報の開

示と保証のあり方に関するワーキング・グループ 中間論点整理」では、株式時価総額

の規模に応じて段階的に、有価証券報告書において SSBJ基準に準拠したサステナビリ

ティ情報の開示を義務付ける方向でロードマップが示されており、株式時価総額 3 兆

円以上のプライム市場上場企業の SSBJ基準の適用開始時期は 2027 年 3月期からとさ

れている。このロードマップを考慮すると、2027 年 3月期の期首に間に合うように（す

なわち2026年3月末を目途として）、改正基準を公表するニーズがあると考えられる。 

(2) 一方、ISSBによる 2025年公表の IFRS S2号の修正は 2025年内に公表することが目標

とされていたため、2025 年公表の IFRS S2 号の修正が ISSB より公表された後に本公

開草案の公表議決を行う場合、本公開草案に対するコメント募集の期間やコメントを

踏まえた再審議のための期間について、十分に確保することが難しいことが想定され

た。 

(3) このため、2025 年公表の IFRS S2 号の修正が ISSBより公表される前に、ISSBの公開

草案の内容、及び再審議に用いられた資料の内容など、その時点までに入手可能な公

開情報に基づき予想される、2025 年公表の IFRS S2号の修正に含まれるであろう要求

事項に基づいて検討を行い、本公開草案を公表する方針とした。 

また、本公開草案の公表議決後に ISSBにより 2025年公表の IFRS S2号の修正が公表され

たことを踏まえ、本公開草案の文言を一部修正しています。そのような修正の内容は、本公
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開草案の内容を実質的に変更するものではなく、原則として ISSB 基準の要求事項をすべて

取り入れるとする基本的な方針に基づき、本公開草案と 2025 年公表の IFRS S2 号の修正と

の整合性をより高めるための文言の修正に相当するものと考えらえます。 

なお、本文書の別紙において、本公開草案の公表議決後に文言の修正を加えた主な箇所に

ついて説明しています。 

 

質問 1 

次の事項を含む、本公開草案の公表にあたっての方針に同意しますか。同意しない場合に

は、その理由をご記載ください。 

 機能的に整合していることを維持するため、原則として 2025 年公表の IFRS S2号の修

正に含まれる要求事項を取り入れること 

 

 

 本公開草案の主な内容 

本公開草案は、ISSB による IFRS S2号における温室効果ガス排出の開示に対する修正への

対応として、SSBJ 基準を改正するものであり、気候基準で定められている温室効果ガス排出

の開示に関連する要求事項の改正に焦点を当てています。改正案の主な内容は、次のとおり

です。 

 「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の測定及び開示 

 ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」の使用に対する法域

別の救済措置 

 地球温暖化係数についての法域別の救済措置 

これらの改正案の内容は、原則として、2025 年公表の IFRS S2号の修正における要求事項

を、すべて取り込む方針のもと作成されています。結果として、原則として ISSB 基準の変更

された内容のすべてを取り入れ、ISSB基準の要求事項に代えて企業が適用を選択することが

できる SSBJ 基準に追加した選択肢や ISSB 基準に含まれない追加的な定めは設けないことを

提案しています。 

また、2025 年公表の IFRS S2号の修正に伴う「SASB スタンダード」の結果的修正を受け、

適用基準で参照する「SASB スタンダード」を最新のものに更新することを提案しています。 

 「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の測定及び開示 

2025年公表の IFRS S2号の修正における要求事項と整合するように、気候基準改正案にお

いて、次の改正を提案しています。 

(1) ファイナンスド・エミッションは、スコープ 3 のカテゴリー15（投資）の全部又は一
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部を構成するものであることを明確にする（気候基準改正案第6項(14）及び第57項）。 

(2) スコープ 3温室効果ガス排出量を開示するにあたり、カテゴリー15に含める温室効果

ガス排出をファイナンスド・エミッションに限定すること、及びデリバティブに関連

する温室効果ガス排出をカテゴリー15から除外することができることとする（気候基

準改正案第 56-2項）。 

(3) スコープ 3温室効果ガス排出量を開示するにあたり、カテゴリー15に含める温室効果

ガス排出から除外した温室効果ガス排出に関連する金融活動及びデリバティブに関し

ての説明を求める（気候基準改正案第 56-3項）。 

(4) スコープ 3カテゴリー15の温室効果ガス排出の開示に含めたファイナンスド・エミッ

ションの小計の開示を求める（気候基準改正案第 56-4項）。 

 ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

2025年公表の IFRS S2号の修正における要求事項と整合するように、気候基準改正案にお

いて、次の改正を提案しています。 

(1) ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示おいて、ファイナンスド・

エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーを産業別に分解するために、

「世界産業分類基準」（以下「GICS」という。）を用いるとの要求事項に代えて、気候

関連の移行リスクに対するエクスポージャーを理解するうえで有用な情報をもたらす

方法で産業別に分類することができる産業分類システムを用いるとの要求事項に修正

する（気候基準改正案 C5項(1)②、C5項(2)①、C5項(5)、C6 項(1)②、C6項(2)①及

び C6項(5)）。 

(2) 商業銀行に関する活動及び保険に関する活動の両方を行う企業は、商業銀行に関する

活動と保険に関する活動とで異なる産業分類システムを用いることができることを明

確化する（気候基準改正案 C5項(5)及び C6項(5)）。 

(3) ファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーを産業別に

分解するために用いた産業分類システム並びに産業分類システムの選択が C5 項(5)及

び C6 項(5)の定めをどのように満たしているのかを理解するための情報の開示を求め

る定めを追加する（気候基準改正案 C5項(6)及び C6項(6)）。 

また、GICSを用いるとの要求事項が修正された場合には、ISSB 基準の要求事項に代えて企

業が適用を選択することができる SSBJ基準に追加した選択肢である、最新の GICS の 6桁の

産業レベルのコードを用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶対総量及

びグロス・エクスポージャーに関する情報について、当面の間、開示しないことができると

する定め（気候基準 C7項及び C8 項）について、削除することを提案しています。 
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 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」の使用に対する法域の救

済措置 

2025年公表の IFRS S2号の修正における要求事項と整合するように、気候基準改正案にお

いて、次の改正を提案しています。 

(1) 法域の当局又は企業が上場する取引所が、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報

告基準（2004年）」（以下「『GHGプロトコル（2004年）』」という。）とは異なる方法を

用いることを要求している場合、当該方法を用いることができるとの救済措置は、報

告企業全体のみならず、グループ内の一部の企業にも適用可能であることを明確にす

る（気候基準改正案第 49項ただし書き）。 

なお、現行の気候基準は、すでに「GHGプロトコル（2004 年）」とは異なる方法がグループ

内の一部の企業のみに適用される可能性を想定した定めとなっており、それゆえに異なるそ

れぞれの測定方法及び測定アプローチの開示（気候基準第 62項）並びに温室効果ガス排出量

の内訳の分解開示（気候基準第 50 項及び第 51 項）に関する定めが設けられていると考えら

れます。しかし、2025 年公表の IFRS S2号の修正における要求事項と整合するように改正す

ることで、法域別の救済措置が、報告企業全体のみならず、グループ内の一部の企業にも適

用可能であることがより明確になると考えられます。 

 地球温暖化係数についての法域の救済措置 

2025年公表の IFRS S2号の修正における要求事項と整合するように、気候基準改正案にて、

次の改正を提案しています。 

(1) 温室効果ガスを CO2 相当量に変換するにあたり、企業の全部又は一部に、法域の当局

又は企業が上場する取引所によって、異なる地球温暖化係数の適用を要求されている

場合、当該要求される部分において、異なる地球温暖化係数を用いることができると

する救済措置を追加する（気候基準改正案第66項ただし書き及び第68項ただし書き）。 

我が国においては、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」という。）にお

ける「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK制度」という。）に基づく温

室効果ガス排出量の報告では、排出量算定に用いる地球温暖化係数が政令で指定されていま

すが、必ずしも最新の「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）の評価における、100年の

時間軸に基づく地球温暖化係数とはならないことがあると考えられます。この点、この提案

により、温対法における SHK 制度に基づく報告を行う企業が、排出量算定において同じよう

な計算を二度行うなどのコストを避けることができるようになると考えられます。 

 「参照し、その適用可能性を考慮しなければならない」情報源としての「SASB スタンダ

ード」 

2025年公表の IFRS S2号の修正に伴う「SASB スタンダード」の結果的修正を受け、適用基

準で参照する「SASBスタンダード」を最新のものに更新することを提案しています（適用基
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準改正案第 4項(11)、第 41項、第 42項、第 52項及び第 53項）。 

なお、「SASB スタンダード」の結果的修正の主な内容は、次のとおりです。 

(1) 「資産運用及び管理業務」、「商業銀行」及び「保険」の「SASBスタンダード」におい

て、2025 年公表の IFRS S2号の修正における「ファイナンスド・エミッション」の定

義を相互参照し、ファイナンスド・エミッションの情報の開示にあたり、デリバティ

ブに帰属する温室効果ガス排出を除外することができる旨を明確化する。また、当該

救済措置の適用にあたり、何をデリバティブとして扱ったかの説明の開示を求める。 

(2) 「商業銀行」及び「保険」の「SASBスタンダード」において、GICS の使用に関する定

めである IFRS S2 号 B62項及び B63項への相互参照を、2025 年公表の IFRS S2 号の修

正における項番への参照に修正する。 

(3) 結果的修正の発効日を 2027 年 1 月 1 日以後開始する年次報告期間とし、早期適用が

容認される。 

 

質問 2 

本公開草案での主な提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載くださ

い。 

 

 

 適用時期等 

気候基準改正案では、適用時期等について次の提案をしています。なお適用基準改正案及

び一般基準改正案における適用時期等に関する提案については、後述の SSBJ基準の初めての

改正にあたって必要と考えられる変更をご参照ください。 

(1) 2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と整合的に、2027 年 1 月 1 日以後

開始する年次報告期間から適用することとし、早期適用を認める。早期適用について

は、改正基準の公表前に終了する年次報告期間であっても、2025年公表の IFRS S2 号

の修正の公表日である 2025 年 12 月 11 日以後終了する年次報告期間について、早期

適用を認めることとしている（気候基準改正案第 101-2項）。 

(2) 気候基準改正案における提案に伴う比較情報の更新については、2025 年公表の IFRS 

S2号の修正における要求事項と整合するにように、次の項目について、比較情報の更

新を求める経過措置を追加する（気候基準改正案第 104-2項及び第 105-2項）。 

 「GHGプロトコル（2004年）」の使用に関する法域の救済措置を適用することを選

択した場合、又は地球温暖化係数の使用に関する法域の救済措置を適用すること

を選択した場合の前報告期間に開示した温室効果ガス排出の情報 

 前報告期間にスコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出を開示していた場合
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のファイナンスド・エミッションの小計についての開示 

 前報告期間にファイナンスド・エミッションの情報を産業別に分解して開示して

いた場合の当該情報 

適用時期について、我が国においては 3 月決算企業が多いことや、同時に報告される関連

する財務諸表の作成基準として想定される我が国の会計基準における一般的な適用時期に関

する定めを考慮すると、2027 年 4月 1日以後開始する年次報告期間からの適用とすることも

考えられますが、ISSB 基準と整合的に 2027 年 1 月 1 日以後開始する年次報告期間からの適

用とすることで、SSBJ 基準と ISSB 基準に同時に準拠した開示を行う企業について想定され

るニーズを満たすことをより重視することができると考えられます。 

早期適用について、気候基準改正案での提案により対処される課題の多くは、当委員会が

SSBJ基準を開発する際に識別していた論点に関するものであり、改正をより早く適用する企

業のニーズがあると考えられるため、早期適用を認める提案をしています。さらに、SSBJ基

準と ISSB 基準に同時に準拠した開示を検討する企業における、SSBJ 基準の改正の公表前に

終了する年次報告期間であっても、改正を早期適用するニーズを考慮し、2025 年公表の IFRS 

S2号の修正の公表日以後終了する年次報告期間について、早期適用を認めることを提案して

います。 

例えば、12 月決算の企業が 2025 年 12 月 31 日を末日とする年次報告期間について、2025

年公表の IFRS S2 号の修正を早期適用すると同時に SSBJ 基準の改正についても早期適用す

ることを検討する可能性について考慮しています。 

ここで、金融庁より 2025年 11月 26日に公表された「企業内容等の開示に関する内閣府令

の一部を改正する内閣府令」（案）等において提案されている SSBJ 基準の適用時期と気候基

準改正案の適用時期との関係は、次のように整理されると考えられます。 

(1) 株式時価総額 3兆円以上の 3月決算企業： 

 2027年 3月期から SSBJ基準を適用 

 気候基準の改正は、2028年 3月期から強制適用、2026年 3月期から早期適用可 

(2) 株式時価総額 3兆円以上の 12月決算企業： 

 2027年 12月期から SSBJ基準を適用 

 気候基準の改正は、2027 年 12 月期から強制適用、2025 年 12 月期から早期適用

可 

 

質問 3 

適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載くださ

い。 
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 SSBJ基準の初めての改正にあたって必要と考えられる変更 

本公開草案は、2025年 3月の我が国最初の SSBJ基準の公表後、初めての SSBJ 基準の改正

となります。本公開草案には、適用基準改正案及び一般基準改正案の適用時期等の提案に加

え、SSBJ基準の改正にあたって必要と考えられる改正内容を含めております。 

具体的には、次の提案を含めております。 

(1) 適用時期等の定めについての変更 

現行の SSBJ 基準では、適用時期等について次の定めが置かれています。 

 適用基準、一般基準及び気候基準は同時に適用しなければならないとする定め（適

用基準第 91 項、一般基準第 40項及び気候基準第 100項） 

 適用基準、一般基準及び気候基準は、公表日以後終了する年次報告期間に係るサ

ステナビリティ関連財務開示から適用することができるとする定め（適用基準第

92項、一般基準第 41 項及び気候基準第 101項） 

気候基準改正案では、2025年公表の IFRS S2号の修正の発効日と整合的な適用時期に

ついての定めを設けることを提案しています（気候基準改正案第 101-2項）。また、適用

基準改正案では、2025年公表の IFRS S2号の修正に伴う「SASBスタンダード」の結果的

修正への対応であることから、適用時期について気候基準改正案と同様とすることを提

案しています（適用基準改正案第 92-2項）。 

ここで、現行の適用時期等に関する定めは、改正される基準の適用が強制される時期

を定める必要があることや、適用基準、一般基準及び気候基準のうち一部のみが改正の

対象となり、それぞれの基準について異なる適用時期が設けられる可能性があることが

必ずしも想定されていません。そのため、適用基準改正案及び気候基準改正案にて提案

している適用時期に関する定めとの関係が分かりにくく、円滑な基準の適用を妨げるお

それが生じる可能性があるとの指摘がなされました。 

そこで、本公開草案では、適用基準、一般基準及び気候基準は同時に適用しなければ

ならないとする定めを、サステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合には、サス

テナビリティ開示基準のすべての定めを一体として適用することを定めるものとして明

確化することを提案しています（適用基準改正案第 91 項、一般基準改正案第 40 項、気

候基準改正案第 100項）。また、適用基準、一般基準及び気候基準は公表日以後終了する

年次報告期間に係るサステナビリティ関連財務開示から適用することができるとする定

めを、2025 年 3月に公表した基準の適用時期に関する定めとして明確化することを提案

しています（適用基準改正案第 92項、一般基準改正案第 41項及び気候基準改正案第 101

項）。さらに、一般基準改正案で提案する適用時期について、気候基準改正案と同様とす

ることとしています（一般基準改正案第 41-2項）。 

(2) SSBJ基準の改正にあたり検討が必要となるその他の変更 
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今般、SSBJ 基準を初めて改正するにあたり、現行の SSBJ 基準において、基準の内容

の変更の有無に関わらず基準の改正又は修正の必要性が生じる可能性がある記載につい

て検討し、今後の SSBJ 基準の円滑な維持管理を可能にする観点から、記載の修正を提案

することとしています。 

修正を提案している主な項目は、次のとおりです。これらの修正は、基準の内容を変

更するものではありません。 

 適用基準における定義（「サステナビリティ開示基準」（適用基準第 4項(9)）及び

「IFRS サステナビリティ開示基準」（適用基準第 4 項(10)）にて基準を列挙した

記載の変更 

 適用基準内で参照している ISSB や IFRS財団等が公表する文書における団体名の

記載の削除 

 「IFRS S2号の適用に関する産業別ガイダンス」の公表日の記載方法の変更 

（適用基準改正案第 4 項(9)、第 4 項(10)、第 4 項(11)、第 41項、第 42 項、第 43項、

第 52項、第 53 項、第 54項、第 55項、第 60 項及び第 61 項。気候基準改正案第 16 項、

第 17項及び第 86項）。 

 

質問 4 

SSBJ基準の初めての改正にあたって必要と考えられる変更の提案に同意しますか。同意し

ない場合には、その理由をご記載ください。 

 

 

 その他 

 

質問 5 

その他、本公開草案に関して、ご意見がありましたら、ご記載ください。なお、本公開草案

の定めに関するご意見の場合、適用基準改正案、一般基準改正案又は気候基準改正案のい

ずれに対するご意見なのか、また、どの項番号に関するご意見なのかを明確にご記載くだ

さい。 

 

以 上 
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別紙 
 

2025年 12月 11 日に ISSB により「温室効果ガス排出の開示に対する修正―IFRS S2号の修

正」が公表されたことを受け、本公開草案の公表議決後に文言の修正を加えた主な箇所は、次の

とおりです。 

本公開草案の提案内容 2 公表議決後の変更の説明 

「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の測定及び開示 

スコープ 3カテゴリー15の温室効果ガス排出

について、カテゴリー15の温室効果ガス排出

の開示に含めたファイナンスド・エミッショ

ンの合計を小計として開示しなければならな

い。 

（気候基準改正案第 56-4項） 

小計の開示が求められる場合について、2025

年公表の IFRS S2号の修正（IFRS S2号第 29C

項）に合わせて、「スコープ 3カテゴリー15

にファイナンスド・エミッション以外の温室

効果ガス排出を含めることとした場合、」とし

ていた文言を削除している。 

ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

産業別の分解のために用いる産業分類システ

ムについて、次の事項を開示しなければなら

ない。 

① 選択した産業分類システム 

② 産業分類システムの選択が、C5項(5)、

C6項(5)の定めをどのように満たしてい

るのかを理解するための情報 

（気候基準改正案 C5 項(6)、C6項(6)） 

C5項(6)②及び C6項(6)②の定めの文言につ

いて、2025 年公表の IFRS S2号の修正（IFRS 

S2号第 B62A 項(a)(ii)(2)、第 B63A項

(a)(ii)(2)）に合わせて修正している。 

同じ産業や同じ法域で事業を営んでいる企業

など、他の企業によって一般的に用いられて

いるシステムは、企業固有のシステムより

も、情報の比較可能性を高める可能性がある

とされている。 

（気候基準改正案 BC166-2 項） 

2025年公表の IFRS S2号の修正（IFRS S2号

第 B62A 項(a)(i)、第 B63A項(a)(ii)）に合わ

せて、左記の文言を追加している。 

 

 

 
2 本資料は説明のため簡単に記述している。本公開草案の全文は SSBJ のウェブサイトより入手可能で

ある。 
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